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第１章 通則 

 

 （目的） 

第１条 この細則は、独立行政法人自動車事故対策機構会計規程（平成１５年規程第８号。以下

「規程」という。）に基づき、独立行政法人自動車事故対策機構（以下、「機構」という。）の契約事

務の取扱いについて定め、契約事務の適正かつ効率的な運用を図ることを目的とする。 

 

 （契約の担当） 



第２条 契約の締結は、規程第５条第１項第１号に規定する会計事務の権限を有する者（以下「契

約事務権限者」という。）が、これを担当する。 

 

 （契約の方法） 

第３条 規程第３４条第１項の規定による契約の方法は、一般競争契約及び随意契約とする。 

 

 （契約審査委員） 

第４条 理事長は、契約事務権限者が第３５条の２第２項の規定により意見を求める必要がある場

合には、その意見を表示すべき者（以下「契約審査委員」という。）３人を役員又は職員のうちから

指定するものとする。 

２ 前項の場合において、本部に置かれた役職を指定することにより、その役職にある者を契約審

査委員とすることができる。 

３ 契約審査委員は、契約事務権限者から意見を求められたときは、必要な審査を行い、書面によ

って意見を表示しなければならない。 

 

 （予定価格の設定） 

第５条 規程第３５条の規定により予定価格の設定をするときは、契約に付する事項に関する仕様

書、設計書等によって当該価格の総額について定めなければならない。ただし、一定期間継続

する製造、修理、加工、売買、供給、使用、及び賃貸借等に関する契約を行う場合については、

単価について予定価格を定めることができる。 

２ 前項の規定により予定価格を設定したときは、予定価格調書を作成するものとする。 

 

 （書面による予定価格の積算の省略） 

第６条 規程第３５条ただし書きの規定により予定価格調書その他の書面による予定価格の積算を

省略することができるものは、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 随意契約による場合で見積金額が２５０万円を超えないもの 

(2) 公共料金及びこれらに類するものをそのまま予定金額とするもの 

(3) 図書、定期刊行物等の市場価格をそのまま予定金額としてさしつかえないもの 

２ 前項の規定により予定価格調書の作成を省略する場合には、当該契約に関係する文書に価格

に関する必要事項を記載しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、３０万円を超えない修繕を行うときは、請求書の提出をもって契約

を締結したものとみなすことができる。 

 

 （契約書の作成） 

第７条 規程第３６条の規程により作成する契約書には、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項についてはこの限りでない。 



(1) 契約の目的 

(2) 契約金額 

(3) 履行期限 

(4) 契約保証金に関する事項 

(5) 契約履行の場所 

(6) 契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

(7) 監督及び検査 

(8) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他の損害金 

(9) 危険負担 

(10) 目的物の種類又は品質に関する担保責任 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) その他必要事項 

 

 （契約書の作成の省略） 

第８条 規程第３６条ただし書の規定により契約書の作成を省略することができる場合は、契約金

額が２５０万円を超えない契約及び契約の性質上契約書の作成を要しないと認められる契約とす

る。 

 

 （請書） 

第９条 契約金額が１００万円を超え２５０万円を超えない契約及び１００万円を超えない継続的、反

復的給付を求める役務契約については、契約の相手方から請書を提出させなければならない。

ただし、契約の性質上請書の提出を要しないと認められるものについては、これを省略することが

できる。 

 

 （契約保証金の免除） 

第１０条 規程第３７条ただし書に規定する契約保証金を免除することができるのは、次に掲げる場

合とする。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に機構を被保険者とする履行保証保険契約を結んだとき 

(2) 国の競争参加資格を有するものと契約する場合において、その必要がないと認められると

き 

 

 （契約保証保険証券の提出） 

第１１条 契約の相手方が前条第１号の規定により履行保証保険契約を結んだことにより、契約保

証金を免除するときは、当該履行保証保険契約に係る保険証券を提出させなければならない。 

 

 （監督） 



第１２条 規程第３８条の規定により命じられた監督職員は、工事又は製造その他の請負契約の適

正な履行を確保するため必要な監督をしなければならない。 

 

 （検査） 

第１３条 規程第３８条の規定により命じられた検査職員は、工事若しくは製造その他の請負契約

又は物件の買入れその他の契約による給付の確認をするための必要な検査をしなければならな

い。 

２ 検査職員は、契約書、仕様書及び図面その他の関係書類に基づき、かつ、必要に応じ当該契

約に係る契約の相手方及び監督職員の立会を求めて、検査を行わなければならない。 

３ 契約の相手方から給付の完了した旨の届出を受けた日から、工事契約については、１４日以内

に、その他の契約については、１０日以内に検査を完了させなければならない。ただし、契約の

性質上当該期間に検査することが著しく困難なものについては、特別の期間を約定することがで

きる。 

 

 （検査調書の作成等） 

第１４条 検査職員は、検査を完了したときは、検査調書を作成し、当該契約を行った契約事務権

限者に提出しなければならない。ただし、次の各号の一に該当するときは、関係書類に検査した

旨を表示して検査調書の作成に代えることができる。 

(1) 継続的供給契約に基づき分割して履行されるとき、又は役務の提供について検査確認した

とき 

(2) 契約金額が２００万円を超えない契約の履行について検査確認したとき 

 

 （監督の職務と検査の職務の兼職禁止） 

第１５条 検査職員の職務は、特別の必要がある場合を除き、監督職員の職務と兼ねることができ

ない。 

 

 （監督及び検査職員） 

第１６条 規程第３８条に規定する監督職員及び検査職員については必要の都度契約事務権限

者が仕様書等に記載する方法により指名するものとする。なお、指名された契約の契約期間中

において、異動があった場合の監督職員及び検査職員については、後任にあたる職員が指名さ

れたものとみなす。 

 

 （監督及び検査の委託）   

第１６条の２ 前条の規定にかかわらず、契約の履行場所が遠隔地である場合又は特に専門的な

知識及び技能を必要とすることその他の理由により、機構の職員によって監督又は検査を行うこ

とが困難であり又は適当でないと認められる場合においては、契約事務権限者は、理事長の承



認を得たうえで、機構の職員以外の者に委託して当該監督又は検査を行わせることができる。 

 

 （契約の履行遅滞等） 

第１７条 契約の相手方の責に帰すべき理由により契約の相手方が履行期限内に契約を履行しな

かった場合において、機構の業務運営上著しい支障がないと認められるときは、契約を解除しな

いで相当の期間を限りこれを履行遅滞とすることができる。 

２ 天災地変その他不可抗力又は契約の相手方の責に帰することのできない理由により、契約の

相手方が履行期限内に契約の履行ができない場合においては、履行遅滞としないで相当の期

間を限り履行期限を延長することができる。 

 

第１８条 削除 

 

 （契約の解除） 

第１９条 次の各号の一に該当するときは、契約の全部又は一部を解除することができる。 

(1) 契約の相手方が正当な理由によらないで契約の全部を履行しないとき、又は契約の履行

期限までに完了する見込みがないとき 

(2) 契約の履行の監督及び検査に際して契約の相手方又はその代理人が、監督職員又は検

査職員の指示に従わないとき、若しくは、その職務執行を妨げたとき、又は不正な行為があっ

たとき 

(3) 契約の相手方が正当な理由により契約の解除を申し出たとき 

(4) 契約の相手方が失踪し、又は死亡したとき 

(5) 契約の相手方が破産の宣告を受けたとき 

(6) 前各号に掲げるときのほか、契約の相手方が契約条件に違反したことにより契約の目的を

達することができないと認められるとき 

(7) 機構の都合により理事長が契約の全部又は一部を解除する必要があると認めるとき 

２ 前項の規定により契約を解除したときは、遅滞なく相手方に通知しなければならない。 

 

 （違約金） 

第２０条 前条第１項第１号、第２号及び第６号の規定に基づき契約を解除したときは、契約の相手

方から当該契約金額の１００分の１０以上の金額を、違約金として徴収しなければならない。 

 

 （契約の変更等） 

第２１条 契約事務権限者は、必要があるときは、契約の内容を変更し、又は契約の履行を一時中

止させることができる。 

２ 前項の規定により契約内容を変更し、又は契約の履行を一時中止させた場合であって、約定し

た金額又は履行期限によることが不適当となったときは、当該金額又は期限を変更することがで



きる。 

 

 （損害賠償） 

第２２条 第１９条第１項第１号から第６号までの規定に基づき契約を解除した場合において、契約

の相手方の責に帰すべき理由により当該契約に関し機構が損害を受けたときは、その損害の賠

償を、契約の相手方に請求しなければならない。 

２ 第１９条第１項第７号の規定に基づき契約を解除したとき又は前条第２項の規定に基づく契約

の変更等により契約の相手方に損害を与えたときは、相当と認める額を賠償することができる。 

 

   第２章 一般競争参加資格 

 

 （競争参加者の制限） 

第２３条 次の各号の一に該当する者は、競争に参加させることができない。 

(1) 契約を締結する能力を有しない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項

各号に掲げる者 

２ 次の各号の一に該当すると認められる者は、その事実があった後２年間競争に参加させること

ができない。これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても、又同様とする。 

(1) 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をした者 

(2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得るために

連合した者 

(3) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

(5) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

(6) 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚

偽の事実に基づき過大な額で行った者 

(7) 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり、代理人、

支配人、その他使用人として使用した者 

３ 前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者は競争に参加させることができない。 

 

 （競争参加資格等） 

第２４条 一般競争に参加する者（以下「入札者」という。）の資格は、国における競争参加者の資

格を有する者とする。 

２ その他の事項については、別途定めるものとする。 



 

   第３章 競争契約 

 

 （入札の公告） 

第２５条 一般競争に付そうとするときは、次の各号に掲げる事項を掲示、その他の方法により入札

期日の前日から起算して１０日前までに公告しなければならない。ただし、急を要する場合にお

いては５日前までに短縮することができる。 

(1) 入札に付する事項 

(2) 参加者に必要な資格を定めた場合には、その資格に関する事項 

(3) 契約条項を示す場所 

(4) 入札執行の場所及び日時 

(5) 入札保証金に関する事項 

(6) その他必要と認める事項 

 

  （入札の説明） 

第２６条 入札に付そうとする事項について必要に応じて入札に参加しようとする者に対し、指定し

た場所及び日時において、仕様説明又は現場説明（以下「仕様説明等」という。）を行うものとす

る。 

２ 前項に規定する仕様説明等を行った場合において、当該説明を受けなかった者があるときは、

その者を入札に参加させないことができる。 

３ 仕様説明等を行うときは、次の各号に掲げるもののうち、当該入札に必要な書類を入札に参加

しようとする者に提示しなければならない。 

(1) 入札心得書 

(2) 仕様書 

(3) その他必要な資料 

 

 （入札保証金の納付の免除） 

第２７条 規程第３７条ただし書きの規定により入札保証金の全部又は一部を納めさせないことが

できるのは、次に掲げる場合とする。 

(1) 入札者が保険会社との間に機構を被保険者とする入札保証保険契約を結んだとき 

(2) 国の競争参加資格を有する者による競争に付する場合において、その必要がないと認めら

れるとき 

 

 （予定価格調書の取扱い） 

第２８条 契約事務権限者は、第５条第２項の規定により作成した予定価格調書を封書にし、開札

の際これを開札場所に置かなければならない。 



 

 （入札書の提出） 

第２９条 入札を執行するときは、入札者に入札の通知に示した日時及び場所に入札書を提出さ

せなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、代理人により入札書を提出させることができる。 

３ 前項の規定により代理人により入札書を提出させるときは、入札の執行に先立ち委任状を提出

させ、その代理権のあることを確認しなければならない。 

 

 （入札書の引換えの禁止） 

第３０条 契約事務権限者は、入札者がいったん提出した入札書を引換え、変更し又は取り消しを

させてはならない。 

 

 （不正入札者の排除） 

第３１条 契約事務権限者は、入札者のうち第２３条第２項第２号に掲げる行為をしたと認められる

者があるときは、その者を当該入札から排除するものとする。 

 

 （開札） 

第３２条 入札公告に示した競争執行の日時及び場所において、入札者を立会わせて開札をしな

ければならない。この場合において、入札者が立会わないときは、入札事務に関係のない職員を

立会わせなければならない。 

 

 （入札の無効） 

第３３条 次の各号の一に該当するときは、当該入札者の入札を無効とする。 

(1) 入札の金額の記載がないとき、又は金額の訂正があるとき 

(2) 入札者の記名（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先の記載）

がないとき 

(3) 誤字、脱字等により入札書の記載事項が不明確なとき 

(4) 入札の目的に示された要件と異なっているとき 

(5) 条件が付されているとき 

(6) 同一入札者による同一事項の入札書が２通以上投入されているとき、又は入札者が他の入

札者の代理人として入札書を提出したとき 

(7) 第３４条に定める再度入札の場合において、前回の入札の最高額以下又は最低額以上の

価格で入札されているとき 

(8) 前各号に掲げる場合のほか、機構の指示に違反し、又は入札に関する必要な条件を具備

していないとき 

２ 前項各号の一に該当することにより無効とした入札については、開札に際して理由を示して当



該入札が無効である旨を、入札者全員に知らせなければならない。 

 

 （再度の入札） 

第３４条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がな

いときは、直ちに再度の入札をすることができる。 

２ 再度の入札を行うときは、当初の入札に参加しなかった者、第３１条に規定する不正入札者及

び前条第１項の規定により入札を無効とされた者を参加させてはならない。 

３ 再度の入札を行うときは、予定価格その他当初の条件を変更してはならない。 

 

 （落札の方式） 

第３５条 落札者は、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもっ

て申込みをした者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、予定価格が１，０００万円を超える工事又は製造その他についての

請負契約の場合で、次の各号に掲げる場合においては、契約事務権限者は、予定価格の制限

の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者（以下

「次順位者」という。）を当該契約の相手方とすることができる。 

(1) 申込みの価格によっては、契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められ

るとき 

(2) 契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当と認められる

とき 

３ 契約事務権限者は、機構の所有に属する資産と機構以外の者の所有する資産の交換に関す

る契約については、それぞれの資産の見積価格の差額が機構にとって最も有利な申込みをした

者を落札者とすることができる。 

４ 契約事務権限者は、その性質又は目的から第１項の規定により難い契約については、あらかじ

め理事長の承認を受けて、価格及びその他の条件が機構にとって最も有利なものをもって申込

みをした者を落札者とすることができる。 

 

 （最低の価格をもって申込みをした者を落札者としないこととする必要がある場合の手続き） 

第３５条の２ 契約事務権限者は、前条第２項第１号に該当するおそれがある場合には、遅滞なく、

契約内容に適合した履行がなされるか否かについての調査を行うものとする。 

２ 前項の調査の結果、契約内容に適合した履行がなされないおそれがあると認めたときは、その

調査の結果及び自己の意見を記載した書面を契約審査委員に提出し、その意見を求めなけれ

ばならない。 

３ 契約事務権限者は、前項の規定により表示された契約審査委員の意見のうち２人以上の意見

が自己の意見と同一であった場合においては、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって

申込みをした者を落札者とせず、次順位者を落札者とするものとする。 



なお、次順位者が前条第２項第１号に該当するおそれがある場合には、第１項以降と同様の手

続きにより落札者を決定するものとする。 

４ 前項の規定により落札者を決定したときは、次の各号に掲げる場合に応じ当該各号に定めると

ころにより通知をするものとする。 

(1) 最低の価格をもって申込みをした者以外の者を落札者とした場合 

イ 当該落札者に、必要な事項の通知 

ロ 最低の価格をもって申込みをした者で落札者とならなかった者に、落札者とならなかった

理由その他必要な事項の通知 

ハ その他の入札者に、適宜の方法による落札の決定があった旨の通知 

(2) 最低の価格をもって申込みをした者を落札者とした場合 

イ 当該落札者に、必要な事項の通知 

ロ その他の入札者に、適宜の方法による落札の決定があった旨の通知 

 

 （公正な取引の秩序を乱すおそれがあるため最低価格の入札者を落札者としない場合の手続き） 

第３５条の３ 契約事務権限者は、第３５条第２項第２号に該当するおそれがあると認められる場合

には、契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当と認められる

理由及び自己の意見を記載し、又は記録した書面を理事長に提出し、その者を落札者としない

ことについて承認を求めなければならない。 

２ 前項に定める承認があったときは、次順位者を落札者とするものとする。 

 

 （落札者の決定） 

第３６条 開札をした場合において落札となるべき同価の入札者が２人以上あるときは、直ちに、当

該入札者にくじを引かせて落札者を定めなければならない。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうち、くじを引かない者があるときは、これに代わって入札

事務に関係のない職員にくじを引かせることができる。 

 

 （再度公告） 

第３７条 入札者若しくは落札者がない場合、又は落札者が契約を結ばない場合においては、再

度公告をすることができる。 

 

 （入札経過調書の作成） 

第３８条 入札を行った場合は、当該入札の経過を明らかにした入札経過調書を作成し、当該入

札に係る入札書その他の関係書類とともに保存しなければならない。 

 

 （入札による契約の公表） 

第３８条の２ 入札により締結した契約のうち支出の原因となる契約については、公表を行うものと



する。 

２ 前項の規定による公表は、本部において一月毎に地方機関で締結した契約分についてもとり

まとめのうえ、契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（ただし、各年度の４月１日か

ら４月３０日までの間に締結した契約については原則として９３日以内）に機構のホームページに

掲載する方法で行うものとする。 

３ 公表の期間は、公表日の翌日から起算して一年が経過する日までとする。 

４ 公表する内容は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 契約に係る工事、物品等又は役務の名称及び数量 

(2) 契約事務権限者の役職・氏名 

(3) 契約を締結した日 

(4) 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

(5) 契約金額 

(6) 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれがないと認められる

もの又は機構の事務又は事業に支障を生じるおそれがないと認められるものに限る。） 

(7)落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率。予定価格を公表しない場

合を除く。） 

(8)当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構 OB）の人数、職名及び当機構 

における最終職名 

(9)当機構との取引に係る情報 

５ 主管支所長は、管内の入札により締結した契約のうち支出の原因となる契約について、別途定

める様式により毎月末でとりまとめのうえ、翌月の２０日までに経理部長あて提出するものとする。 

 

   第４章 随意契約 

 

 （随意契約の要件） 

第３９条 規程第３４条第４号により随意契約によることができる場合は、次の各号に掲げる場合と

する。 

(1) 予定価格が４００万円を超えない工事又は製造をさせるとき 

(2) 予定価格が３００万円を超えない財産を買い入れるとき 

(3) 予定賃借料の年額又は総額が１５０万円を超えない物件を借り入れるとき 

(4) 予定価格が１００万円を超えない財産を売り払うとき 

(5) 予定賃貸料の年額又は総額が５０万円を超えない物件を貸し付けるとき 

(6) 第１号から第５号以外の契約でその予定価格が２００万円を超えないものをするとき 

 

 （随意契約の特例） 

第４０条 競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がないときは、随意契



約によることができる。この場合においては、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初競争に

付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

２ 落札者が契約を結ばないときは、その落札金額の制限内で随意契約によることができる。この

場合においては、履行期限を除くほか、最初競争に付するときに定めた条件を変更することがで

きない。 

 

 （国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律による特例） 

第４０条の２ 慈善のため設立した救済施設から直接に物件を買い入れ若しくは借り入れ又は慈善

のため設立した救済施設から役務の提供を受けるときは、随意契約によることができる。 

 

 （企画競争） 

第４０条の３ 専門的又は高度な技術等を要する、プログラム開発、調査、研究開発その他の契約

で、予め具体的な仕様等を定めることが困難若しくは著しく不適当であって、競争入札に付する

ことが適当でないものについては、技術、仕様等の提案、企画を公募し、最適なものを採用する

方式（以下「企画競争」という。）で契約の相手方を決定することができる。 

２ 前項に定める企画競争をしようとするときは、一般競争入札の方法に準じて行うものとする。 

 

（参加者の有無を確認する公募） 

第４０条の４ 特殊な技術又は設備等を要するプログラムの改修及び保守、試験その他の 契約で、

競争契約に付することが適当でないものについては、必要とする特殊な技術又は設備等を有し

ている法人等（独立行政法人、公益法人、民間法人等をいう。）を特定（以下「特定法人等」とい

う。）した上で、当該特定法人等以外の参加者の有無を確認する公募を行う方法により、契約の

相手方を決定することができる。 

２ 前項の規定により公募した結果、応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあ っては、

特定法人等との契約手続に移行し、応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、

特定法人等と応募要件を満たす者による企画競争に移行するものとする。 

 

 （随意契約の公表） 

第４０条の５ 第３９条第１号、第２号、第３号又は第６号の金額を超える随意契約については、機構

の行為を秘密にする必要があるものを除き、公表を行うものとする。 

２ 前項の規定による公表は、本部において一月毎に地方機関で締結した契約分についてもとり

まとめのうえ、契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（ただし、各年度の４月１日か

ら４月３０日までの間に締結した契約については原則として９３日以内）に機構のホ－ムペ－ジに

掲載する方法で行うものとする。 

３ 公表の期間は、公表日の翌日から起算して一年が経過する日までとする。 

４ 公表する内容は、次の各号に掲げる事項とする。 



(1) 契約に係る工事、物品等又は役務の名称及び数量 

(2) 契約事務権限者の役職・氏名 

(3) 契約を締結した日 

(4) 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

(5) 契約金額 

(6) 随意契約によることとした会計規程の根拠条文及び理由 

(7) 予定価格（公表したとしても、他の契約の予定価格を類推されるおそれがないと認められる

もの又は機構の事務又は事業に支障を生じるおそれがないと認められるものに限る。） 

(8) 落札率（契約金額を予定価格で除したものに百を乗じて得た率。予定価格を公表しない場

合を除く。） 

(9) 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構 OB）の人数、職名及び当機構 

における最終職名 

(10) 当機構との取引に係る情報 

５ 主管支所長は、管内の随意契約のうち第１項の規定に該当する契約について、別途定める様

式により毎月末でとりまとめのうえ、翌月の２０日までに経理部長あて提出するものとする。 

 

 （見積書の徴取） 

第４１条 随意契約によろうとするときは、見積書を徴さなければならない。ただし、第３９条の規定

により随意契約をする場合は、なるべく２者以上から見積書を徴さなければならない。 

２ 次の各号の一に該当するときは、前項に規定する見積書の徴取を省略することができる。 

(1) 国等との契約又は公共料金及びこれらに類するもの 

(2) 前号に掲げるもののほか、特に徴取する必要がないと認められるもの 

 

   第５章 契約の履行 

 

 （債権の譲渡の承認） 

第４２条 契約の相手方が第三者に対し債権を譲渡しようとするときは、あらかじめ書面を提出させ、

承認を受けさせなければならない。 

 

 （転貸し等の禁止） 

第４３条 物件の貸付けに関する契約のときは、契約の相手方をして第三者に当該物件を使用す

る権利を譲渡させ、又は転貸しさせてはならない。ただし、理事長が認めたときは、この限りでな

い。 

 

 （危険負担） 

第４４条 契約の目的物の引渡しを受ける前に機構の責とならない事由によって、契約の履行の全



部又は一部不能になった場合の損害は、契約の相手方の負担としなければならない。 

２ 天災地変その他不可抗力により契約の相手方が損害を受けたときは、その損害が重大で、か

つ、契約の相手方が善良な管理者の注意をしたと認められるときに限り、その損害の全部又は一

部を機構の負担とすることができる。 

 

 （目的物の引渡し） 

第４５条 検査の結果給付の完了を確認したときは、遅滞なく契約の相手方から当該契約の目的

物の引渡しを受けるものとする。 

２ 契約の目的物の一部が完成した場合において、当該目的物の引渡しを必要とするときは、前項

の規定に準じて契約の相手方からその引渡しを受けることができる。 

３ 物件の売却の場合においては、当該契約の目的物の引渡し条件を確認したのち契約の相手

方に当該目的物を引渡すと同時に受領書を提出させるものとする。 

 

第４６条 削除 

 

第４７条 削除 

 

   第６章 代価の支払及び納入 

 

 （前金払） 

第４８条 規程第２３条第１項第１号の規定において前金払をすることができる場合は、次の各号に

掲げるときとする。 

(1) １件の請負代価が２５０万円以上であること 

(2) 契約を履行するために相当多額の資材購入費その他の準備金を必要とすると認められるこ

と 

(3) 第４９条に規定する保証があること 

(4) 前金払することにより、請負代価又は完成期日等について機構の受ける利益が大であると

き 

２ 前項の前金払の額は、請負代価の１００分の４０を超えてはならない。 

 

 （前払金の保証） 

第４９条 前条の規定による前金払をする場合において必要があると認めるときは、あらかじめ相手

方に「公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）」第２条第４項に規

定する保証事業会社より同条第２項の前払金の保証を受けさせるものとする。 

 

 （部分払） 



第５０条 規程第２４条の規定に基づく部分払で前金払を行っている場合の部分払の額は、次の各

号に定める金額の範囲内とする。 

(1) 性質上不可分な工事又は製造の既済部分に対する部分払 

 

                                          ９０        前払金額 

   既済部分に対する請負代価相当額× ──── －──────                

                                         １００      請負代価額 

(2) 性質上可分なものの工事又は製造の完済部分及び物件の買入契約に係る既納部分に対

する部分払 

 

                                                            前払金額          

    既済部分に対する請負代価又は買入代価相当額×  １－───────────  

                                                         請負代価又は買入代価   

 

 （支払の時期） 

第５１条 契約の相手方から適正な支払請求書を受理した日から、工事代金については４０日、そ

の他の給付に対する対価については３０日以内に支払うことを約定しなければならない。 

２ 契約の性質上前項の規定によることが著しく困難な特殊の内容を有すると認められるものにつ

いては、工事代金については、６０日、その他の対価については４５日以内とすることができる。 

３ 請求書を受理した後、その請求書の内容の全部又は一部が不適当であることを発見し、その事

由を明示してその請求書を相手方に返付したときは、当該請求書を返付した日から相手方の是

正した支払請求書を受理した日までの期間は約定した期間に算入しないものとする。 

 

 （遅延利息） 

第５２条 前条第１項及び第２項に規定する支払時期までに対価を支払わない場合は、約定した

支払時期到来の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、当該未支払い金額に対し、政府

契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財

務大臣が定める支払遅延に対する遅延利息の率で計算した金額を遅延利息として契約の相手

方に支払うことを約定しなければならない。ただし、その約定の支払時期までに支払をしないこと

が天災地変等止むを得ない事由による場合は、特に定めのない限り当該事由の継続する期間

は、約定した期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。 

２ 第１３条第３項の規定により約定した時期までに検査を行わないときは、その時期を経過した日

から検査を行った日までの期間の日数は第５１条の規定により約定した支払期間の日数から差し

引くものとし、また、当該遅延期間が約定した支払期間の日数を超える場合には、約定した支払

期間は満了したものとみなし、その超える日数に応じ前項の計算に準じた金額を契約の相手方

に対して支払うことを約定しなければならない。 



 

 （相殺） 

第５３条 理事長は、契約の相手方から徴収すべき金額とその者に支払うべき金額を相殺すること

を約定することができる。 

 

 （代価の納入） 

第５４条 物件を売却し、貸し付け、又は使用させようとする場合において徴収すべき代価があると

きは、当該物件の引渡し前又は使用開始前にその代価を納入させることを約定しなければならな

い。ただし止むを得ない事情があると認めたときは、相当の期間を定め分割して納入させることを

約定することができる。 

２ 契約の性質上前項の規定により難いときは、物件の引渡し後、又は使用開始後にその代価を

納入させることを約定することができる。 

 

 （準用規定） 

第５５条 機構の契約事務については、この細則の定めのある場合を除き、会計法（昭和２２年法

律第３５号）等の国の取扱いの例により行なうものとする。 

 

附 則 

この細則は、平成１５年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成１７年２月２８日 理事長達第５号） 

この細則は、平成１７年３月１日から施行する。 

 

附 則（平成１７年９月１５日 理事長達（経理）第１６号） 

この細則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成１８年１２月２６日 理事長達（経理）第１６号） 

この細則は、平成１９年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２０年３月２６日 理事長達（経理）第１０号） 

この細則は、平成２０年４月１日から施行し、第３８条の２第４項第６号、第７号及び第４０条の３第４

項第７号から第９号の規定については、平成２０年１月１日以降に締結した契約から適用する。 

 

附 則（平成２１年３月３１日理事長達（経理）第１１号） 

この細則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 



附 則（平成２３年６月２２日理事長達（経理）第１２号） 

この細則は、平成２３年７月１日から施行する。 

 

附 則（平成２５年１２月１１日理事長達（経理）第７号） 

この細則は、平成２５年１２月１１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月３１日理事長達（経理）第１８号） 

この細則は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の第３８条の２第５項及び第４０条の５第５項の

規定は、平成２６年４月１日以降に締結した契約から適用する。 

 

附 則（平成２８年３月３１日理事長達（経理）第１２号） 

この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年３月２１日理事長達（経理）第９号） 

この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月２７日理事長達（経理）第１０号） 

この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月２２日理事長達（経理）第３１号） 

この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年３月１２日理事長達（経理）第２５号） 

この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和７年３月２４日理事長達（経理）第１５号） 

（施行期日） 

１ この細則は令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この細則の施行の日前に行われた公告その他機構からの契約の誘引又は契約の申込に基

づく契約に係る契約書については、なお従前の例による。 

 

 

 


